
○豊明市非木造住宅・建築物耐震改修費等補助金交付要綱 

平成２６年３月６日 

決裁 

改正 平成２７年３月３０日 

平成２８年３月２５日 

平成２９年５月２６日 

平成３０年７月１９日 

平成３１年４月２６日 

（目的） 

第１条 この要綱は、民間の旧基準住宅及び建築物の耐震診断又は耐震改修工

事を実施する者に対して、予算の範囲内において豊明市非木造住宅・建築物

耐震改修費等補助金を交付することに関し必要な事項を定めるものとし、地

震発生時における住宅及び建築物の倒壊等被害の程度を想定し、また住宅の

倒壊等による被害の軽減を図り、もって震災に強いまちづくりを促進するこ

とを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところとする。ただし、国、地方公共団体その他財団法人、独立行政法人

等公の機関及びそれに相当する機関が所有又は管理するものは除く。 

（１） 旧基準 昭和５６年５月３１日以前に着工したものをいう。 

（２） 住宅 一戸建ての住宅、長屋及び共同住宅（店舗等の用途を兼ねる

もので、店舗等の用に供する部分の床面積が延べ面積の２分の１未満のも

のに限る。）であって、持家又は貸家の別を問わない。 

（３） 非木造住宅 豊明市木造住宅耐震診断補助事業実施要綱（平成２６

年３月３日決裁）に該当する木造住宅以外の住宅をいう。 

（４） 大規模共同住宅（マンション） 共同住宅のうち耐火建築物又は準

耐火建築物であって、延べ面積が１，０００平方メートル以上かつ地階を

除く階数が原則として３階以上のものをいう。 

（５） 避難路等 第２次豊明市耐震改修促進計画（平成２７年３月策定）

にて指定されている緊急輸送路、防災上重要な避難路、その他地震発生時



に通行を確保すべき道路をいう。 

（６） 特定既存耐震不適格建築物 建築物の耐震改修の促進に関する法律

（平成７年法律第１２３号。以下「耐震改修促進法」という。）第１４条

に規定する建築物をいう。 

（７） 通行障害特定既存耐震不適格建築物 特定既存耐震不適格建築物の

うち、耐震改修促進法第１４条第３号に規定する建築物（以下「通行障害

建築物」という。）をいう。ただし、耐震改修促進法第５条第３項第２号

及び第６条第３項第１号に記載する避難路等沿道の建築物は除く。 

（８） 特殊な構造 建築基準法の一部を改正する法律（平成１０年法律第

１００号）による改正前の建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第３

８条の規定による認定及び同法第６８条の１０に規定する形式適合認定又

は旧建設大臣による工業化住宅性能認定を受けたプレハブ工法により建築

された住宅をいう。 

（９） 耐震診断者 住宅及び建築物の地震に対する安全性を評価する者で

建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２条第２項に規定する一級建築

士、同条第３項に規定する２級建築士又は同条第４項に規定する木造建築

士であるもの 

（１０） 耐震診断 前号に規定する耐震診断者が、建築物の耐震診断及び

耐震改修の促進を図るための基本的な方針（平成１８年国土交通省告示第

１８４号。以下「告示による基本的な方針」という。）（別添）建築物の

耐震診断及び耐震改修の実施について技術上の指針となるべき事項第１建

築物の耐震診断の指針に基づき、住宅及び建築物の地震に対する安全性を

構造に応じて適切に診断し評価することをいう。 

（１１） 耐震診断判定 耐震診断の結果に対して、第三者機関の審査を経

てその妥当性の判定を行うことをいう。 

（１２） 耐震改修設計 建築士が、告示による基本的な方針別添第２建築

物の耐震改修の指針に基づき、地震に対する安全な構造となるよう設計す

ることをいう。 

（１３） 耐震改修工事 耐震診断の結果、地震に対して安全な構造でない

と判断されたものについて、耐震改修設計に基づき実施する工事をいう。 



（１４） 施行者 所有者（区分所有された共同住宅にあっては、建物の区

分所有等に関する法律（昭和３７年法律第６９号）第３条若しくは第６５

条に規定する団体又は第４７条第１項（第６６条において準用する場合を

含む。）に規定する法人（以下「管理組合」という。））その他市長が同

等と認める者をいう。 

（補助対象者） 

第３条 補助の対象となる者は、次の各号のいずれにも該当するものとする。 

（１） 豊明市内に存在する旧基準の非木造住宅、大規模共同住宅又は特定

既存耐震不適格建築物（ただし、特殊な構造の場合は除く。）の施行者で

あること。 

（２） 市税の滞納をしていない施行者であること。（管理組合にあっては、

その代表者に市税の滞納がないこと。） 

（３） 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）及び建築基準法に違反し

ていない施行者であること。 

（４） 豊明市暴力団排除条例（平成２４年豊明市条例第２４号）に規定す

る暴力団、暴力団員又は暴力団員と密接な関係を有している者若しくは団

体でないこと。 

（補助対象建築物） 

第４条 補助の対象となる建築物は、次に掲げる要件を満たすものとする。 

（１） 豊明市内に存在する旧基準の非木造住宅、大規模共同住宅又は特定

既存耐震不適格建築物（ただし、特殊な構造の場合は除く。）であること。 

（２） 社会資本整備総合交付金交付要綱（平成３１年３月２９日国官会第

２４３０６号。以下「社資本要綱」という。）附属第Ⅱ編第１章イ―１６

―（１２）―①の４第１項から第３項に適合していること。 

（３） 愛知県住宅・建築物安全ストック形成事業費補助金交付要綱（平成

３１年４月１日３１住計第６７号）第２編第３第２号、第３号及び第６号

ウに適合していること。 

（４） 区分所有された共同住宅については、管理組合で合意形成が得られ

ていること。 

（５） 建物所有者と居住者が異なる場合、所有権等を有する者全員の同意



が得られていること。 

（６） 過去にこの要綱に基づく、次のいずれかの補助金の交付を受けてい

ないこと。 

ア 非木造住宅又は建築物耐震診断の場合、当該非木造住宅又は建築物の

耐震診断若しくは当該非木造住宅の耐震改修費補助金 

イ 非木造住宅・建築物耐震改修工事の場合、当該非木造住宅の耐震改修

費補助金 

（その他補助対象要件） 

第５条 補助の対象事業は、次の各号のいずれかに該当する要件を満たすもの

とする。 

（１） 耐震診断は、愛知県耐震改修促進法に係る認定に関する要綱（平成

２７年２月３日２６住計第４５９号。以下「認定要綱」という。）第３条

第５項に規定する、専門的機能を有すると知事が認めた機関（以下「専門

機関」という。）において耐震診断判定を受けること。なお、診断にあた

っては、各専門機関内に設置されている耐震判定を実施する委員会等の方

針に従うこと。ただし、非木造住宅のうち一戸建ての住宅の場合は、この

限りではない。 

（２） 耐震改修設計において、次に掲げる要件を満たすこと。 

ア 耐震診断の結果が前号ただし書きに規定する木造住宅は告示による基

本的な方針の別表第１（一）又は同表（二）、それ以外の住宅は同別表

第６（一）又は同表（二）であること。 

イ 耐震改修後の指標を、前号ただし書きに規定する木造住宅は告示によ

る基本的な方針別表第１（三）、それ以外の住宅は同別表第６（三）と

なるよう設計すること。 

ウ 専門機関における耐震改修計画の評定又は認定要綱に基づく所管行政

庁である愛知県耐震改修促進法に係る認定を受けること。 

（３） 耐震改修工事は、住宅において前号ウの評定又は認定を受けた設計

に基づくものとすること。 

（事前相談） 

第６条 耐震診断に係る補助金の交付を受けようとする者は、あらかじめ豊明



市非木造住宅・建築物耐震診断費補助事業事前相談書（様式第１号）を市長

に提出しなければならない。 

２ 前項の事前相談書には、旧基準の住宅又は建築物であることを証明するも

のとして次のいずれかの書類を添付しなければならない。 

（１） 建築確認通知書又は検査済証の写し 

（２） 建物の登記事項証明書 

（３） 固定資産税家屋評価証明書 

（４） 避難路等沿道の建築物の場合は、その敷地が接する道路からの離隔

及び建物の高さを示す図面 

（事業計画） 

第７条 耐震改修の補助金の交付を受けようとする者は、あらかじめ豊明市非

木造住宅・建築物耐震改修費補助事業計画書（様式第２号）に次に掲げる書

類を添付して市長に提出しなければならない。 

（１） 位置図 

（２） 区域図 

（３） 補助対象等を表示した図面 

（４） 事業内容を示す書類 

（５） 配置図、平面図、立面図、断面図、建築設備図及び昇降機関係図 

（６） 現況写真（撮影位置を図示すること。） 

（７） 管理組合の場合、組合規約及び耐震改修設計の実施に係る議決書又

はこれに代わるもの 

（８） 建物所有者と居住者が異なる場合、所有権等を有する者全員の同意

を得たことを証する書面 

（９） 当該建築物等の耐震診断の結果を示すもの 

（１０） その他市長が必要と認める図書 

２ 市長は、前項の事業計画書を受理したときは、その内容を審査し、適当と

認めたときは補助の適用を決定し、豊明市非木造住宅・建築物耐震改修費補

助事業適用通知書（様式第３号）により申請者に通知するものとする。 

（補助対象経費及び補助金の額） 

第８条 補助金の交付対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）及び



補助金の交付額は、耐震診断においては別表第１、耐震改修については別表

第２―１及び別表第２―２のとおりとし、補助金の交付額は別表第１に規定

する限度額内で市長が認める額とする。ただし、その額に１，０００円未満

の端数があるときは、これを切り捨てるものとする。 

（補助金交付申請） 

第９条 補助金の交付を受ける者（以下「申請者」という。）は、事業に着手

する前に豊明市非木造住宅・建築物耐震改修費等補助金交付申請書（様式第

４号）に次に掲げる書類を添付して市長に提出しなければならない。 

（１） 耐震診断事業 

ア 第６条の事前相談書の写し（市が受理をした証のあるもの） 

イ 耐震診断経費の見積書 

ウ 案内図、配置図及び各階平面図 

エ 申請者が管理組合の場合、組合規約及び耐震診断の実施に関する議決

書又はこれに代わるもの 

オ 建物所有者と居住者が異なる場合、所有権等を有する者全員の同意を

得たことを証する書面 

カ 耐震診断者の建築士免許証及び登録耐震診断資格者修了証等の写し 

キ その他市長が必要と認めるもの 

（２） 耐震改修事業 

ア 耐震改修工事の見積書 

イ 耐震診断結果報告書の写し（現状及び改修後の構造耐震指標が確認で

きるもの） 

ウ 耐震改修計画評定書の写し 

エ 耐震改修の計画認定書又は全体計画の認定書の写し 

オ 補助金算出明細書（様式第５号） 

カ その他市長が必要と認めるもの 

（交付の決定等） 

第１０条 市長は前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、

適当と認めたときは、補助金の交付を決定し、その旨を豊明市非木造住宅・

建築物耐震改修費等補助金交付（不交付）決定通知書（様式第６号）により



通知するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付決定を通知するときにおいて、必

要に応じて当該補助金の交付について条件を付すことができる。 

（着手の届出） 

第１１条 前条の交付決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）が耐震

診断費補助事業又は耐震改修費補助事業（以下「補助事業」という。）に着

手したときは、豊明市非木造住宅・建築物耐震改修費等補助事業着手届（様

式第７号）に次に掲げる書類を添付して、市長に届け出なければならない。 

（１） 非木造住宅・建築物耐震改修費等補助事業に係る契約書の写し 

（２） 当該事業連絡者一覧表（様式第８号） 

（３） 工程表（耐震改修費補助事業のみ） 

２ 前項の規定による書類は、前条の補助金の交付決定があった日から起算し

て３０日以内に提出しなければならない。ただし、市長がやむを得ないと認

めた場合はこの限りでない。 

（地位の承継） 

第１２条 補助事業者が死亡した場合又は破産等やむを得ない事情により、そ

の地位を承継する場合において、補助事業者の承継人となる第三者が交付決

定のあった内容で補助事業を行う意思があるときは、市長の承認を受けて地

位を承継することができる。 

２ 補助事業者は、前項の規定による場合を除き、補助金の交付を受ける権利

を譲渡し、又は担保に供してはならない。 

（中間検査） 

第１３条 耐震改修の補助事業者は、市長が指定する工程に達する時点で、豊

明市非木造住宅・建築物耐震改修補助事業中間検査申請書（様式第９号）を

市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の申請書を受理したときは、当該耐震改修事業が適切に実施

されているか、速やかに中間検査を行うものとする。 

３ 市長は、前項の中間検査を行った結果、当該耐震改修事業が適切に行われ

ていないと認める場合は、当該耐震改修事業が適切に実施されるよう指導す

るものとする。この場合において、当該補助事業者が指導に従わないときは、



補助金の交付決定を取り消すことができる。 

（補助事業の変更） 

第１４条 補助事業者は補助事業の内容を変更し、補助金の額に変更が生じる

ときは、豊明市非木造住宅・建築物耐震改修費等補助金変更承認申請書（様

式第１０号）に次の書類を添付して、市長に提出しなければならない。ただ

し、補助金の額に変更がないときには、変更の内容が判別できる書類の添付

により、豊明市非木造住宅・建築物耐震改修費等補助事業変更届（様式第１

１号）の提出に代えることができる。 

（１） 変更後の見積書の写し 

（２） 変更契約書 

（３） 変更図面等変更内容を判別できる書類 

２ 市長は、前項の規定による変更承認申請書を受理したときは、その内容を

審査し、変更を適当と認めたときは補助金の交付変更を決定し、その旨を豊

明市非木造住宅・建築物耐震改修費等補助金変更通知書（様式第１２号）に

より通知するものとする。 

（補助事業の中止） 

第１５条 補助事業者は、補助事業を中止しようとするときは、補助金の交付

決定があった日の属する年度の１月末日までに豊明市非木造住宅・建築物耐

震改修費等補助事業中止届（様式第１３号）を市長に提出しなければならな

い。 

（遂行命令等） 

第１６条 市長は、必要があると認めるときは、補助事業者に対して事業の遂

行に関して必要な指導、助言及び指示を行い、又は必要な報告を求めること

ができる。 

２ 市長は、補助事業者が交付決定の内容及びこれに付した条件に従って補助

事業を遂行していないと認めた場合は、決定内容に従って当該補助事業を遂

行すべきことを命じることができる。 

３ 市長は、補助事業者が前項の規定による命令に従わない場合は、補助事業

者に対して補助事業の全部又は一部の停止を命じることができる。 

（完了実績報告等） 



第１７条 補助事業者は、補助事業が完了したときは、豊明市非木造住宅・建

築物耐震改修費等補助事業完了実績報告書（様式第１４号。以下「実績報告

書」という。）に次に掲げる書類を添付して、当該補助事業完了の日から起

算して３０日を経過した日又は補助金の交付決定があった日の属する年度の

２月末日のいずれか早い日までに市長に提出しなければならない。 

（１） 耐震診断補助事業 

ア 耐震診断結果報告概要書（様式第１５号） 

イ 耐震診断判定書（一式）の写し 

ウ 平面図、伏図及び軸組図 

エ 領収書の写し及び内訳を示す書類（当該診断業者が発行したもの） 

オ その他市長が必要と認めるもの 

（２） 耐震改修補助事業 

ア 領収書の写し及び内訳を示す書類（当該施工業者等が発行したもの） 

イ 工事しゅん工図 

ウ 工事写真（耐震改修工事の範囲で、施工個所ごとに工事着手前、工事

施工中及び工事完了時が確認できるもの） 

（３） その他市長が必要と認めるもの 

（是正のための措置） 

第１８条 市長は、前条に規定する実績報告書の提出があったときは、これを

検査し、必要に応じて現場に立ち入ることができる。 

２ 市長は、前項の規定による検査により不備が判明した場合は、検査結果不

備事項通知書（様式第１６号）により通知するものとする。 

３ 市長は、当該補助事業の成果が補助金交付決定の内容及びこれに付した条

件に適合しないと認めた場合は、これらを適合させるための措置を取るよう

補助事業者に命ずることができる。 

（補助金の額の確定） 

第１９条 市長は、実績報告書を受理し、報告内容を審査のうえ、適当と認め

たときは、交付すべき補助金の額を確定し、豊明市非木造住宅・建築物耐震

改修費等補助金確定通知書（様式第１７号）により、補助事業者に通知する

ものとする。 



（補助金の請求及び交付） 

第２０条 補助事業者は、補助金を請求しようとするときは、前条の規定によ

る通知を受けた日から起算して１０日以内に豊明市非木造住宅・建築物耐震

改修費等補助金請求書（様式第１８号）を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の請求書に基づき、補助事業者に補助金を交付するものとす

る。 

（交付決定の取消し及び補助金の返還） 

第２１条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当すると認めたとき

は、補助金交付の決定の全部若しくは一部を取り消し、又は既に交付した補

助金の全部若しくは一部について期限を定めて返還を命ずることができる。 

（１） 虚偽の申請その他不正の行為により補助金の交付を受けたとき。 

（２） 補助金交付決定の内容若しくはこれに付した条件、法令又はこの要

綱に違反したとき。 

（３） 補助金を交付の目的以外に使用したとき。 

（４） 第１７条に定める期日までに実績報告書が提出されなかったとき。 

（５） 第１８条の規定による措置を行わないとき。 

（６） その他市長が不適当と認める事由が生じたとき。 

（書類の保管） 

第２２条 補助事業者は、補助金の収支に関する帳簿を作成し備えるとともに、

領収書等関係書類を整理し、補助金の交付を受けた年度終了後５年間保管し

なければならない。 

（委任） 

第２３条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付その他については、豊

明市補助金等交付規則（昭和４８年豊明市規則第３４号）によるものとする。 

第２４条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則（平成２７年３月３０日） 

この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則（平成２８年３月２５日） 



この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則（平成２９年５月２６日） 

この要綱は、決裁の日から施行し、平成２９年４月２６日から適用する。 

附 則（平成３０年７月１９日） 

この要綱は、決裁の日から施行し、平成３０年４月１日から適用する。 

附 則（平成３１年４月２６日） 

この要綱は、決裁の日から施行し、平成３１年４月１日から適用する。 

別表第１（第８条関係） 

補助対象経費 豊明市非木造住宅・建築物耐震改修費等補助金交付要綱第５条第

２号に規定する耐震診断に要する経費 

補助金の限度

額 

次に掲げる額とする。 

１ 一戸建て非木造住宅 

非木造住宅の耐震診断に要する経費で耐震診断者に支払う

額又は１戸あたり１３４，０００円のうちいずれか低い額の３

分の２とする。 

２ 一戸建て以外非木造住宅、特定既存耐震不適格建築物又は防

災上重要な建築物 

非木造住宅の耐震診断に要する経費で耐震診断者に支払う

額又は次に掲げる額の合計のうちいずれか低い額とする。 

（１） 各部分の延べ面積に応じ算出したアからウの合計額の

３分の２の額 

ア 延べ面積１，０００平方メートル以内の部分の延べ面積

に１平方メートル当たり３，６００円を乗じて得た額以内

イ 延べ面積１，０００平方メートルを超えて２，０００平

方メートル以内の部分の延べ面積に１平方メートル当たり

１，５４０円を乗じて得た額以内 

ウ 延べ面積２，０００平方メートルを超える部分の延べ面

積に１平方メートル当たり１，０３０円を乗じて得た額以

内 



（２） 耐震診断判定に要する経費で専門機関に支払う額 

（３） 設計図書の復元に要する経費 

補助金の交付

額 

次に掲げる額とする。 

１ 一戸建て非木造住宅 

補助金の限度額とする。 

２ 一戸建て以外非木造住宅、特定既存耐震不適格建築物又は防

災上重要な建築物 

補助金の限度額とする。ただし、１棟あたりの上限額は１２

０万円とし、通行障害特定既存耐震不適格建築物にあっては、

上限額１８０万円とする。 

別表第２―１（非木造住宅・大規模共同住宅）（第８条関係） 

補強工事等 

 耐震補強工事 改修設計 附帯工事等 

調査 ・耐震精密診断 ・地盤調査  

耐震改修計画

の作成等 

 ・改修設計 

・工事監理 

・耐震改修計画評定に関わ

る費用 

構造耐震指標

（Iw又はIs）

又は保有水平

耐力に係る指

標（q）の評価

を向上させる

ことを目的と

した工事 

・く体工事（鉄骨工事、

鉄筋工事、コンクリー

ト工事、屋根工事等）

・基礎工事（土工事を含

む） 

・既設部分の撤去工事

（建築設備を除く。）

 ・仮設工事 

・既設部分の撤去工事（建

築設備のみ） 

・撤去部分の復旧工事（建

築設備を含む） 

その他の補強

工事 

上記のほか、耐震性能を

向上させるものとして

市長が認める工事 

 上記のほか、耐震性能を向

上させる工事に附帯するも

のとして市長が認める工事 

別表第２―２（非木造住宅・大規模共同住宅）（第８条関係） 

補助対象経費 第５条第３号に規定する耐震改修に要する経費 



補助金の限度

額 

戸あたりの限度額は、それぞれ次に掲げる額とする。ただし、

共同住宅又は長屋においては、耐震改修に要した費用（耐震補

強工事費、改修設計費及び附帯工事費の合計額）をその戸数で

除した額の３分の１を上限とする。 

１ 非木造住宅（大規模共同住宅を除く）の場合、次に掲げる

額の合計額とする。 

（１） 耐震補強工事費（附帯工事費を含む。）に対する補

助は、９０万円又は耐震補強工事費の８／１０に９０／１

００を乗じた額のいずれか低い額を限度とする。 

（２） 改修に係る設計監理費に対する補助は、１０万円又

は耐震補強工事費の８／１０に１０／１００を乗じた額の

いずれか低い額を限度とする。（ただし、設計監理に要す

る費用を超えない額とする。） 

２ 大規模共同住宅の場合、次に掲げる額の合計額とする。 

（１） 耐震補強工事は、延べ床面積１平方メートルあたり

４８，７００円、その他、社会資本要綱附属第Ⅱ編第１章

イ―１６―（１２）―①の４にある単価を乗じた額の２３％

をその戸数で除した額又は８０万円のいずれか低い額 

（２） 改修設計費の３分の２をその戸数で除した額又は１

０万円のいずれか低い額 

（３） 附帯工事費をその戸数で除した額又は８０万円のい

ずれか低い額とし、また、（１）との合計額が８０万円を

超えるときは、８０万円から（１）の額を減じた額。 

補助金の交付

額 

補助金の限度額に戸数を乗じた金額から、租税特別措置法（昭

和３２年法律第２６号）第４１条１９の２に規定する所得税額

の特別控除の額（区分所有住宅にあっては、当該住戸ごとの当

該特別控除の額の合計額）を差し引いた額 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



様式第１号（第６条関係） 

様式第２号（第７条関係） 

様式第３号（第７条関係） 

様式第４号（第９条関係） 

様式第５号（第９条関係） 

様式第６号（第１０条関係） 

様式第７号（第１１条関係） 

様式第８号（第１１条関係） 

様式第９号（第１３条関係） 

様式第１０号（第１４条関係） 

様式第１１号（第１４条関係） 

様式第１２号（第１４条関係） 

様式第１３号（第１５条関係） 

様式第１４号（第１７条関係） 

様式第１５号（第１７条関係） 

様式第１６号（第１８条関係） 

様式第１７号（第１９条関係） 

様式第１８号（第２０条関係） 

 


